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1.  21年6月期の連結業績（平成20年7月1日～平成21年6月30日） 

(注)21年６月期及び20年６月期の連結業績は協和医科器械株式会社の数値を記載しております。 

(2) 連結財政状態 

(注)21年６月期及び20年６月期の連結業績は協和医科器械株式会社の数値を記載しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

(注)21年６月期及び20年６月期の連結業績は協和医科器械株式会社の数値を記載しております。  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年6月期 54,996 1.9 419 11.1 550 7.0 295 7.9
20年6月期 53,989 9.0 377 15.1 514 17.9 273 12.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年6月期 34.54 33.94 6.6 3.3 0.8
20年6月期 32.62 31.69 6.4 3.1 0.7

（参考） 持分法投資損益 21年6月期  ―百万円 20年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年6月期 16,583 4,558 27.5 515.75
20年6月期 17,113 4,390 25.7 518.16

（参考） 自己資本   21年6月期  4,558百万円 20年6月期  4,390百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年6月期 235 △528 △36 1,777
20年6月期 △686 △101 △71 2,106

2.  配当の状況 

(注)20年６月期及び21年６月期の配当は協和医科器械株式会社が実施し、22年６月期(予想)の配当は協和医科ホールディングス株式会社が実施する予
定です。また、協和医科器械株式会社の普通株式１株に対して協和医科ホールディングス株式会社の普通株式0.1株を割当交付しております。 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年6月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 84 30.7 2.0
21年6月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 88 29.0 1.9
22年6月期 

（予想）
― 0.00 ― 100.00 100.00 27.5

3.  22年6月期の連結業績予想（平成21年7月1日～平成22年6月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

28,729 1.1 244 △9.7 297 △10.8 170 △4.2 192.45

通期 57,913 5.3 443 5.7 560 1.9 321 8.8 363.20
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注)詳細は、30ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、49ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年6月期 8,844,529株 20年6月期 8,478,080株
② 期末自己株式数 21年6月期  5,577株 20年6月期  5,077株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年6月期の個別業績（平成20年7月1日～平成21年6月30日） 

(注)21年６月期及び20年６月期の個別業績は協和医科器械株式会社の数値を記載しております。 

(2) 個別財政状態 

(注)21年６月期及び20年６月期の個別業績は協和医科器械株式会社の数値を記載しております。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年6月期 49,636 1.2 72 170.1 355 74.2 222 138.8
20年6月期 49,044 8.5 26 △67.3 204 △10.2 93 △22.2

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

21年6月期 26.00 25.55
20年6月期 11.08 10.77

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年6月期 14,482 3,422 23.6 387.17
20年6月期 15,213 3,326 21.9 392.64

（参考） 自己資本 21年6月期  3,422百万円 20年6月期  3,326百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1.平成21年７月１日付で株式移転の方式により、協和医科器械株式会社の完全親会社として協和医科ホールディングス株式会社を設立いたしました。 
2.本資料に記載されている事業見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、
３ページ「1.経営成績(1)経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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①当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題を発端とする世界的な金融

危機の実体経済への波及による設備投資の減少や雇用・所得環境の悪化等により、景気の底打ち感は

あるものの、依然として先行きの不透明感は払拭できない状況で推移しました。 

 医療業界は、比較的景気変動の影響を受け難い業界でありますが、急速な景気後退の影響により、

買い控え傾向が顕著となりました。また、引き続き、医師の偏在や医師不足が深刻化しており、診療

の縮小や休止を余儀なくされる医療機関が増加することとなりました。  

 当社グループが属する医療機器販売業界におきましては、高額備品を中心として、購入計画の見直

しが行われる等、景況の悪化による影響がみられました。また、経営改善に努める医療機関からの値

下げ要求は、更に高まりをみせており、医療機器ディーラーを取り巻く経営環境は、厳しさを増すこ

ととなりました。  

 このような経営環境の下、当社グループは『医療環境サプライヤー』として取引先医療機関に対し

安心・安全・安価な医療機器の提供に努め、医療機関の経営改善に資するとともに、新基幹システム

の導入による社内業務の効率化および経費の見直しや圧縮に努めることにより、持続的な成長を実現

するための経営基盤の強化を進めてまいりました。  

 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は54,996百万円(前年同期比1.9％増)、営業利益は419

百万円(同11.1％増)、経常利益は550百万円(同7.0％増)、当期純利益は295百万円(同7.9％増)となり

ました。  

  

事業の種類別セグメントの概況は、次のとおりであります。 

ａ医療機器販売事業 

医療機器販売事業は、高額備品販売が景気後退の影響により低調に推移したものの、消耗品の

販売が堅調に推移したことに加え、循環器関連の高額消耗品および備品の販売が引き続き堅調に

推移したことにより、売上高は52,791百万円(前年同期比1.9％増)となりました。利益面では、

消耗品販売において利益が確保できたことに加え、循環器関連の高額消耗品および備品販売にお

ける収益が寄与し、売上総利益は5,533百万円(同3.5％増)となりました。 

ｂその他の事業 

その他の事業は、自治体・一般企業向けのＡＥＤ(自動体外式除細動器)の販売は低調に推移し

たものの、医療機器の修理及びメンテナンスおよび医療材料の購買・在庫管理ソフトのＡＳＰサ

ービス等が順調に推移したことにより、売上高は2,205百万円(前年同期比1.1％増)、売上総利益

は639百万円(同4.4％増)となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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(注)当社事業の種類別セグメントは、次のとおりであります。 

医療機器販売事業……国内の医療機器メーカー・代理店・商社等より仕入れた医療機器(備

品・消耗品)を、国内の病院等医療施設に販売しており、当社の基幹と

なる事業であります。 

その他の事業…………(介護福祉機器の販売及びレンタル事業) 

国内の介護福祉機器メーカー・代理店・商社等より仕入れた介護福祉

機器(備品・消耗品)を、国内の病院等医療施設及び一般個人に販売し

ております。また、介護福祉機器の一般個人へのレンタルを行ってお

ります。 

(医療機器の修理及びメンテナンス事業) 

当社が病院等医療施設に販売した医療機器の修理及びアフターサービ

ス、病院等医療施設との保守契約に基づく医療機器全般のメンテナン

スを行っております。 

(医療材料の購買・在庫管理ソフトのＡＳＰサービス事業) 

医療材料の購買・在庫・消費を最適化するための各種分析機能を内包

した業務アプリケーションを国内の病院等医療施設・医療材料ディー

ラー・ＳＰＤ(※)事業者向けに提供しております。 

(※)ＳＰＤとはSupply Processing&Distributionの略語で、病院が医療材料の物流管理を外注化

し、病院所有の在庫の削減、病院側の物品管理作業の軽減を図るシステムのことであります。

  

②次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、医療機器販売業界は、引き続き医療機関からの厳しい値下げ要求や

販売競争の激化による利益率の低下が予想されます。また、医師の偏在化に伴う医療機関の縮小、休

止や統廃合等の診療体制の変化をはじめとして、市場環境は変革期を迎えています。当社グループは

この状況をチャンスと捉え、業界再編も視野に入れ、人材の育成や成長分野への重点的な投資を進

め、企業価値の最大化をめざしてまいります。  

 次期(平成22年６月期)の連結業績見通しにつきましては、循環器関連分野は引き続き好調に推移す

るものと見込んでおります。また、医療材料の購買・在庫管理ソフト(ＡＳＰサービス)の活用によ

り、新規取引先の獲得や既存取引先との取引拡大を推進し、営業基盤の拡大を進めてまいります。  

 これらにより、売上高57,913百万円、営業利益443百万円、経常利益560百万円、当期純利益321百

万円を予想しております。 
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①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における財政状況は、総資産は、前連結会計年度末と比較して、529百万円

(3.1％)減少し、16,583百万円となりました。負債は、前連結会計年度末と比較して、697百万円

(5.5％)減少し、12,024百万円となりました。純資産は、前連結会計年度末と比較して、168百万円

(3.8％)増加し、4,558百万円となりました。これらの結果、自己資本比率は、前連結会計年度末と比

較して1.8ポイント上昇し、27.5％となりました。  

 主たる増減としましては、資産の部は、商品及び製品が168百万円の増加とした一方、現金及び預

金が329百万円、投資その他の資産が154百万円および受取手形及び売掛金が133百万円の減少となり

ました。負債の部は、支払手形及び買掛金が264百万円の減少となりました。純資産の部は、資本金

が24百万円、資本剰余金が23百万円および利益剰余金が210百万円の増加、その他有価証券評価差額

金が89百万円の減少となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計期間末と比較して、329百万円減少

し、1,777百万円となりました。 

 当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

ａ営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは235百万円の収入となりました。  

 主な要因としましては、税金等調整前当期純利益535百万円等の収入要因に対し、仕入債務の

減少額264百万円、たな卸資産の増加額175百万円等の支出要因が下回ったことによるものであり

ます。 

ｂ投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは528百万円の支出となりました。  

 主な要因としましては、敷金・保証金の返還による収入15百万円等の収入要因に対し、無形固

定資産の取得による支出433百万円、有形固定資産の取得による支出62百万円の支出要因が上回

ったことによるものであります。  

ｃ財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、株式の発行による収入47百万円の収入要因に対し、配

当金の支払いによる支出84百万円等により、36百万円の支出となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

(2) 財政状態に関する分析

平成17年６月期 平成18年６月期 平成19年６月期 平成20年６月期 平成21年６月期

自己資本比率(％) 17.9 18.8 25.7 25.7 27.5

時価ベースの自己資本比率
(％)

― ― 20.1 14.9 16.2

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

1.0 0.3 ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

33.7 71.8 17.5 ― 45.5
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自己資本比率:自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しております。 
※ 協和医科器械株式会社は平成18年９月15日にジャスダック証券取引所へ上場いたしましたので、平

成18年６月期以前の時価ベースでの自己資本比率は記載しておりません。  
※ キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている
全ての負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書
の利息の支払額を使用しております。  

※ 平成20年６月期のインタレスト・カバレッジ・レシオにつきましては、営業キャッシュ・フローが
マイナスであったため記載しておりません。  

  

当社は、株主に対する利益配当につきましては、中・長期にわたる安定的な成長を維持するために必

要な内部留保を確保しつつ、その成長に応じた成果の配分を実施することを基本方針としております。

また、医療機器業界は技術革新のスピードが速いため、内部留保資金は業界再編を含めた市場の変化に

対応した事業展開への備えとしております。  

 このような方針に基づき、経営環境等を勘案し、当期(平成21年６月期)の利益配当は１株につき10円

とすることを予定しております。次期(平成22年６月期)の利益配当につきましては、１株につき100円

とすることを計画しております。  

 なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

(注）平成21年７月１日を効力発生日とする株式移転により、協和医科器械株式会社の普通株式１株に

対して当社普通株式0.1株を割当交付しております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある事項は以下に記載のとおりであ

ります。当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識し、事業活動を行っております。文中の将

来に関する事項は、平成21年８月13日現在において判断したものであります。  

 なお、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスクのすべてを網羅するものではありません。  

  

①業績の変動について 

当社グループの販売高の75％程度が病院等の医療機関であります。また、公的病院等への販売高は

40％程度でありますが、当該病院等は年度末にかけて設備投資を集中して行う傾向があるため当社グ

ループの販売高は毎年２月から３月にかけて他の月より高くなり、これに連動して利益も当該時期に

増加する傾向があります。また、その反動で４月から５月にかけての販売高が他の月より低くなり、

これに連動して利益も当該時期に減少する傾向があります。また、医療機関の新築、移転、増築が行

われる際には、多額の医療機器の一括購入が発生し、一時的に販売高が増加する場合があります。従

って、当社グループの四半期又は半期の経営成績は、通期の経営成績に連動するものではなく、四半

期又は半期の経営成績だけをもって、通期の経営成績を予想することは困難であります。 

  

四半期・半期ごとの経営成績の状況 

(単位 百万円)

 
  

(4) 事業等のリスク

平成19年６月期(連結) 平成20年６月期(連結) 平成21年６月期(連結)

金額
構成比

(％)
金額

構成比

(％)
金額

構成比

(％)

売

上

高

上半期
第１Ｑ 12,626 25.5 13,256 24.5 13,185 24.0

第２Ｑ 12,359 25.0 14,071 26.1 15,237 27.7

24,985 50.5 27,327 50.6 28,423 51.7

下半期
第３Ｑ 13,094 26.4 14,468 26.8 14,384 26.1

第４Ｑ 11,431 23.1 12,193 22.6 12,188 22.2

24,526 49.5 26,662 49.4 26,573 48.3

通 期 49,511 100.0 53,989 100.0 54,996 100.0

営

業

利

益

上半期
第１Ｑ 23 7.2 101 27.0 100 23.9

第２Ｑ 121 37.0 151 40.1 170 40.6

144 44.2 253 67.1 270 64.5

下半期
第３Ｑ 234 71.6 183 48.6 209 49.9

第４Ｑ △51 △15.8 △59 △15.7 △60 △14.4

182 55.8 124 32.9 148 35.5

通 期 327 100.0 377 100.0 419 100.0

経

常

利

益

上半期
第１Ｑ 32 7.4 131 25.5 133 24.2

第２Ｑ 148 33.9 184 35.9 200 36.5

180 41.3 315 61.4 333 60.7

下半期
第３Ｑ 262 60.1 216 42.0 241 43.8

第４Ｑ △6 △1.4 △17 △3.4 △24 △4.5

256 58.7 198 38.6 216 39.3

通 期 436 100.0 514 100.0 550 100.0
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②特定の営業地域への集中について 

当社グループは静岡県を本拠地として山梨県、神奈川県、愛知県、東京都と営業地域の拡大を果た

し、今後、成長戦略として神奈川県、愛知県、東京都のシェア拡大と収益性改善を計画しております

が、平成21年６月期における本拠地である静岡県の販売高は全販売高の54.4％を占めております。従

って、静岡県での営業状況によって当社グループの業績及び財政状態は変動する可能性があります。

  

都県別販売実績 

(単位 百万円)

 
  

③業界環境について 

ａ国の医療政策について 

平成15年４月より、診療報酬に関し、包括医療制度が特定機能病院(注)を対象として実施され

ました。包括医療制度は、診断群(病名、手術等の組合せ)ごとに、実際に行われる検査・診断の

有無、投薬・注射の種類や量等とは無関係に１日当たりの保険点数を一定に定めることで診療報

酬の増加を防ぐことを目的とした制度であり、この制度を導入した病院では医療機器の使用を抑

制する傾向があります。従って、包括医療制度等の診療報酬の抑制を目的とする診療報酬制度や

医療保険制度等の実施により、当社グループの販売額や収益は変動する可能性があります。 

  

(注)特定機能病院とは、地域の中核病院や大学病院等、先進的な技術や設備を備え、高度医療や

研究開発、医師の研修等を行う施設として国に指定された医療機関であります。 

  

ｂ償還価格の改定について 

償還価格とは、公的医療保険制度において医療機関が診療報酬として保険機関(一部は患者の

負担)に請求できる代金のうち、医療材料として請求できる材料(特定保険医療材料)の請求価格

であります。原則２年に１回行われる診療報酬の改定に伴い償還価格も改定されますが、改定価

格は各々の医療材料によりすべて異なります。また、医療機関への販売価格及び仕入先からの仕

入価格は、償還価格を基準にするものの、一定ではないことから、償還価格の改定による収益へ

の影響額を事前に算定することは困難であります。しかしながら、当社グループが販売しており

ます償還価格の対象となる特定保険医療材料は当社グループの販売高の30％程度を占めておりま

す。従って、償還価格の改定により、当社グループの販売額や収益は変動すると考えられます。

  

平成20年６月期(連結) 平成21年６月期(連結)

売上高 構成比 売上高 構成比

静岡県 29,707 55.0％ 29,898 54.4％

東京都 2,703 5.0％ 3,695 6.7％

神奈川県 6,885 12.8％ 7,299 13.3％

愛知県 12,515 23.2％ 11,792 21.4％

山梨県 2,097 3.9％ 2,234 4.1％

長野県 79 0.1％ 75 0.1％

総計 53,989 100.0％ 54,996 100.0％
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④今後の経営戦略について 

ａＭ＆Ａについて 

医療構造改革の推進(医療費抑制政策)に伴う医療施設の減少や複数の医療機関による共同購買

の進展は当社グループが属する医療機器販売業界においてＭ＆Ａや業務提携等による業界の再編

成を促進するものと予想されます。このような状況の中、当社グループは経営戦略としてＭ＆Ａ

を推進していく方針でありますが、医療機器販売業界は中小規模の企業が多く、そのほとんどが

非上場であり、財務内容の精緻化及び透明性において十分ではないものと認識しております。従

って、事前調査は細心の注意を払い可能な限り正確に実施する考えでありますが、買収・合併後

に簿外債務やコンプライアンス上の問題が発生する可能性があります。また、企業文化の融合や

人事交流が円滑に実施できず人材が流出したり社内の融和が進まない場合あるいは基幹システム

や業務手順の統合が徹底できない場合等には、業務の効率化やシナジー効果等、予測された効果

が発揮できない可能性があります。 

  

ｂ新規事業について 

当社グループが新規事業に取り組む場合には、事前に十分な検討を行ったうえで事業計画が策

定され、また取締役会における承認のうえで行われます。新規事業の展開には先行投資が必要と

なるケースが多く、また、当該事業が安定して収益を計上するまでには相当の時間を要すること

が予想されるため、一時的に当社グループの利益率が低下する可能性が有ります。また、医療業

界の環境変化等により当該事業が当初の事業計画通りに展開できなかった場合には、投資を回収

できなくなる可能性や当社グループの販売額や収益に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤法的規制について 

ａ当社グループの事業に係る法的規制について 

イ 医療機器販売に係る薬事法について 

医療機器販売に係る安全対策の抜本的な見直し等を目的として、平成17年４月に「薬事法施

行規則等の一部を改正する省令」が施行されました。これにより、高度管理医療機器(注１)、

特定保守管理医療機器(注２)及び動物用高度管理医療機器を取扱う医療機器販売業者について

は、従来の届出制から許可制に移行することとなりました。また、本許可を取得するための要

件として、販売管理者の設置や市販後のトレーサビリティ(履歴管理)のための情報化整備等、

安全管理のための体制強化が義務付けられております。当社グループでは全営業拠点に販売管

理者を設置して安全管理体制の強化を実施するとともにトレーサビリティシステムを導入し

て、各都県知事より許可を取得しておりますが、何らかの事情により、本法令に違反する行為

のあった場合、その事業所に対し高度管理医療機器の販売業及び賃貸業の許可取り消し処分等

が下されることにより、当社グループの販売額や収益は変動する可能性があります。 

  

(注１)高度管理医療機器とは、副作用、機能障害を生じた場合、人の生命及び健康に重大な影

響を与える恐れがある医療機器と定められています。  

(注２)特定保守管理医療機器とは、保守点検、修理その他の管理に専門的な知識及び技能を必

要とし、その適正な管理を行わなければ疾病の診断治療又は予防に重大な影響を与える

恐れがある医療機器と定められています。 
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ロ 生物由来製品の販売に係る薬事法について  

平成15年７月に改正された薬事法第68条の９により、医療機器販売業者は、事業所毎に生物

由来製品(注)を販売した際、販売先の住所・氏名その他厚生労働省令で定める事項に関する情

報を、当該生物由来製品の製造承認取得者等(医療機器製造業者及び輸入販売業者)に提供する

ことが義務付けられております。当社グループは生物由来製品を販売しているため、上記法令

に従って、生物由来製品の販売情報を製造承認取得者に通知しておりますが、何らかの事情に

より上記義務を怠った場合には、その事業所に対し高度管理医療機器の販売業及び賃貸業の許

可取り消し処分等が下されることにより、当社グループの販売額や収益は変動する可能性があ

ります。  

  

(注)生物由来製品とは、植物を除く人その他の生物の細胞、組織等に由来する原料又は材料を

用いた医薬品、医療機器等のうち、保健衛生上特別の注意を要するものとして厚生労働大

臣が指定する製品をいいます。 

  

ハ 医薬品の販売に係る薬事法について 

当社グループは医療機器に付帯する医薬品、体外診断用試薬等を販売しております。これら

の製品を販売するには薬事法に基づき管理責任者の設置や保管設備の整備等が義務付けられて

おります。当社グループは全営業拠点に管理責任者を設置するとともに品質管理体制を整備し

て、各都県知事より許可を取得しておりますが、何らかの事情により上記要件を満たせなくな

った場合、その事業所に対し医薬品販売業等の許可取り消し処分等が下されることにより、当

社グループの販売額や収益は変動する可能性があります。 

  

ニ 毒物及び劇物取締法について 

当社グループが販売している臨床検査用試薬の一部に毒物又は劇物の指定を受けている製品

があります。当該製品の販売につきましては毒物及び劇物取締法に基づき取扱責任者の設置、

保管場所の制限、受渡書の保存等が義務付けられております。当社グループでは該当製品を販

売する営業拠点はすべて毒物劇物取扱責任者を設置し安全管理体制を整備して、各都県知事の

登録を受けておりますが、何らかの事情により本法令の基準に適合しなくなったと認められた

場合、その事業所に対し登録取り消し処分等が下されることにより、当社グループの販売額や

収益は変動する可能性があります。 

  

ホ 福祉用具販売事業に係る介護保険法について 

平成18年４月の介護保険法の改正により、居宅介護福祉用具購入費の支給対象となる特定福

祉用具(注１)は、都道府県知事より指定を受けた特定福祉用具販売事業者(注２)又は特定介護

予防福祉用具販売事業者(注３)から購入されたものであると改正されました。当社ベネッセレ

事業部では、特定福祉用具の販売に当たり、全営業拠点に管理者及び福祉用具専門相談員を設

置し安全管理体制を整備して、各都県知事より特定福祉用具販売事業者及び特定介護予防福祉

用具販売事業者の指定を受けておりますが、何らかの事情により当該要件が満たせなくなった

場合、その事業所に対し指定取り消し処分等が下されることにより、当社グループの販売額や

収益は変動する可能性があります。 
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(注１)居宅介護福祉用具購入費の支給対象となる特定福祉用具とは、腰掛便座、特殊尿器、入

浴補助具、簡易浴槽、移動用リフトのつり具の部分、の５種目をいいます。 

(注２)特定福祉用具販売事業者とは、介護保険法の要介護度１～５の要介護者を対象に特定福

祉用具を販売する事業者をいいます。 

(注３)特定介護予防福祉用具販売事業者とは、介護保険法の要支援度１～２の要支援者を対象

に特定福祉用具を販売する事業者をいいます。 

  

ヘ 福祉用具貸与事業に係る介護保険法について 

平成18年４月の介護保険法の改正により、介護保険法の支給対象となる福祉用具を貸与する

事業者は、都道府県知事より福祉用具貸与事業者(注１)又は介護予防福祉用具貸与事業者(注

２)の指定を受けることが義務付けられました。当社ベネッセレ事業部では、福祉用具の貸与

に当たり、全営業拠点に管理者及び福祉用具専門相談員を設置し安全管理体制を整備して、各

都県知事より福祉用具貸与事業者及び介護予防福祉用具貸与事業者の指定を受けております

が、何らかの事情により当該要件が満たせなくなった場合、その事業所に対し指定取り消し処

分等が下されることにより、当社グループの販売額や収益は変動する可能性があります。 

  

(注１)福祉用具貸与事業者とは、介護保険法の要介護度１～５の要介護者を対象に福祉用具を

貸与する事業者をいいます。 

(注２)介護予防福祉用具貸与事業者とは、介護保険法の要支援度１～２の要支援者を対象に福

祉用具を貸与する事業者をいいます。 

  

当社を中心とする企業集団の事業及び商品等に対する法的規制の内容 

 
  

対象 法令等名 監督官庁 法的規制の内容

高度管理医療機器等 

販売業・賃貸業
薬事法 都県

薬事法第39条第１項の規定により許可を受けてお

ります。

動物用高度管理医療機器

等販売業・賃貸業
薬事法 都県

薬事法第39条第１項の規定により許可を受けてお

ります。

医薬品販売業 薬事法 都県
薬事法第24条第１項の規定により卸売一般販売業

の許可を受けております。

毒物劇物一般販売業
毒物及び 

劇物取締法
都県

毒物及び劇物取締法第４条の規定により登録を受

けた業者であることを認可されております。

指定居宅サービス事業者 介護保険法 県
介護保険法第41条第１項及び第53条第１項により

指定業者の通知を受けております。
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ｂ公正競争規約について 

当社グループは、医療機器を公正で自由な競争秩序の基に適正な価格で提供するため、自主規

制団体である医療機器業公正取引協議会(以下、「公取協」という)にて制定した医療機器業公正

競争規約(以下、「公正競争規約」という)を遵守しております。  

 当業界におきましては、医療機器の安全で適切な使用を担保するため、医療機関からの要望に

応じ、医療現場において医療機器に関する情報を提供する行為(いわゆる「立会い」)を行う場合

がありますが、この「立会い」業務に係り、平成20年４月より公正競争規約に基づく運用基準

(「医療機関等における医療機器の立会いに関する基準」)が施行され、一定の規制が設けられま

した。  

 当社グループは、適正な「立会い」を行うため、社員に当該基準を周知徹底し、医療機関にも

ご理解・ご協力いただくよう努めておりますが、当該基準の内容に係る当社の理解や解釈に齟齬

があった場合、規約違反に問われ、販売停止や信頼低下等により、当社グループの販売額や収益

は変動する可能性があります。 

  

ｃ個人情報の管理 

当社グループで取扱う個人情報は、主に個人販売先や従業員の情報でありますが、機密漏洩防

止規程、情報システム管理規程及び個人情報管理マニュアル等に基づき、適切な個人情報保護を

図っております。しかし、予期せぬ事件・事故等で個人情報が漏洩した場合、損害賠償や信頼低

下等により、当社グループの販売額や収益は変動する可能性があります。 
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当社グループは、当社、連結子会社２社(協和医科器械㈱・㈱オズ)及び持分法非適用関連会社１社

(㈱エヌエイチエス静岡)の計４社で構成され、医療機器の販売及びメンテナンス、介護福祉機器の販

売及びレンタルを主な事業として取り組んでおります。 

  

当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントの関連は、次のとおりでありま

す。なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

(1) 医療機器販売事業 

国内の医療機器メーカー・代理店・商社等より仕入れた医療機器(備品・消耗品)を国内の病院

等医療施設に販売しており、当社グループの基幹となる事業であります。  

  

(2) その他の事業  

①介護福祉機器の販売及びレンタル事業  

国内の介護福祉機器メーカー・代理店・商社等より仕入れた介護福祉機器(備品・消耗品)を国

内の病院等医療施設及び一般個人に販売しております。また、介護福祉機器の一般個人へのレン

タルを行っております。 

②医療機器の修理及びメンテナンス事業 

当社グループが病院等医療施設に販売した医療機器の修理及びアフターサービス、病院等医療

施設との保守契約に基づく医療機器全般のメンテナンスを行っております。 

③医療材料の購買・在庫管理ソフトのＡＳＰサービス事業 

医療材料の購買・在庫・消費を最適化するための各種分析機能を内包した業務アプリケーショ

ンを国内の病院等医療施設・医療材料ディーラー・ＳＰＤ事業者向けに提供しております。 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

2. 企業集団の状況
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※１ ＳＰＤ 

Supply Processing ＆ Distributionの略語で、病院が医療材料の物流管理を外注化し、病院所有

の在庫の削減、病院側の物品管理作業の軽減を図るシステムのことであります。ＳＰＤの運用

は、病院との契約により、医療機器販売会社又は専業の会社が行います。当社グループにおきま

しては、当社並びに持分法非適用の関連会社である㈱エヌエイチエス静岡がＳＰＤの運用を行っ

ております。 

※２ エリア営業 

日常的な機器・消耗品の供給、手術時に発生する緊急のオーダー等、医療現場全般のニーズに対

し総合的に対応する営業を展開しております。 

※３ プロフェッショナル営業 

専門的かつ高度な知識、密着したスタンスでのサポートが必要となる医療分野に対応する営業を

展開しております。 

※４ ベネッセレ事業部 

病院、リハビリセンター、介護・療養施設、個人等に向けた介護福祉機器の販売及びレンタル事

業を行っております。 

※５ メディカルシステム事業部 

医療材料の購買・在庫管理ソフトのＡＳＰサービスを国内の病院等に直接提供したり、医療機器

ディーラーやＳＰＤ事業者にサービスの構成要素として提供したりしております。 
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当社グループの経営目標は、利潤の追求と社会への貢献であります。そのために人材の育成、業務

の効率化、内部管理体制の強化、地域医療への貢献の推進に注力しております。また、変化する業界

環境に対応して成長を維持するために企業規模の拡大をめざしております。  

 当社グループの主な事業は医療機器・介護福祉機器の販売であり、社会貢献度の高い事業であると

考えます。従って、これからも医療機器・介護福祉機器を安全に効率よく適正な価格で医療機関や福

祉施設に提供することで安定的な成長をめざします。  

  

当社グループは、売上総利益率及び営業利益率を重要な経営指標とし、適正な利益の確保を継続さ

せることを経営目標の最重要課題として捉えております。 

  

当社グループは今後も企業規模の拡大をめざします。仕入量の増加による売上原価率の低減、ＩＴ

等の設備投資負担の相対的な軽減、組織の有機的な結合による効率化により安定的な成長と企業価値

の最大化を図ります。そのために隣接する地域を中心に営業地域の拡大を実現する計画です。 

  

医療機器業界におきましては、内外価格差及び償還価格差の是正に伴う商品の販売単価の低下が避

けられない状況にあります。また、平成17年４月の改正薬事法施行により、商品の安全性に対する一

層の配慮が求められるようになったことはコストアップの要因ともなり、利益の確保が困難な状況に

なりつつあります。  

 一方、医療構造改革の推進(医療費抑制政策)に伴う医療施設の減少、老人人口の増加、医療機関の

経営統合や共同購買の進展等は、医療機器ディーラーの二極化をもたらすものと考えられます。すで

に、医薬品卸業界においては、Ｍ＆Ａやアライアンスによる再編成が進み、ナショナルホールセラー

と呼ばれるメガディーラーが誕生しておりますが、医療機器業界も、近い将来、同様の状況を迎える

ことが予想されます。  

 このような状況の中、当社グループが中長期的な成長を維持して企業価値の増大を図っていくため

に取り組むべき課題は次のとおりであります。  

①競争力の強化 

当社グループの成長戦略の中核となる地域は、国内最大の市場である東京都を中心とする首都圏

地域です。静岡県内で培ったノウハウと情報ネットワークを活用して、医療機器の販売だけでなく

病院物流管理システムの構築、病院経営セミナーの開催等、病院の経営改善に総合的に貢献できる

企業として首都圏をはじめ東海地区の医療機関に積極的に活動していく方針です。  

 また、当社グループは品質管理体制や物流システムをさらに強化して、医療機関の皆様が医療機

器を安全に、安心してお使いいただけるように取り組んでまいります。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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②業務効率の改善 

当社グループは、業務の効率化と内部統制の強化を目的として、基幹コンピュータシステムを開

発いたしました(平成20年４月より稼動)。また、ＩＴを活用した情報の共有化や各種教育プログラ

ムの開発等、当社グループの最大の財産である人材の育成に努めております。今後もＩＴとヒュー

マンスキルの融合による企業価値の最大化をめざし業務の改善に取り組んでいく方針です。 

③Ｍ＆Ａの推進 

当社グループは、多様化する医療機関のニーズに応えるために、Ｍ＆Ａを推進していく方針で

す。各地域に密着した企業と当社グループの融合により、スケールメリットを活用した斬新な提案

や大胆な価格提示等、医療機関の変化に対応した活動に努めてまいります。  

  

株式移転による持株会社の設立 

平成21年４月13日開催の協和医科器械株式会社取締役会において、平成21年７月１日を期日として

株式移転により完全親会社を設立する「株式移転計画」を作成し、平成21年５月１日開催の同社臨時

株主総会において承認されました。  

  

株式移転計画の概要は、次のとおりであります。 

①株式移転による持株会社設立の目的 

当社が属する医療機器販売業界は、償還価格のマイナス改定、広域に渡る医療機関による医療機

器の共同購入の進展や経営改善に努める医療機関からの値下げ要求による販売価格の低下により、

医療機器ディーラーの経営環境は引き続き厳しさを増しております。また、近年、医療機器を安全

に提供する為の納品体制や情報システムの整備等に関わるコスト負担増等、わが国の医療機器ディ

ーラーを取り巻く環境は想定していた以上に大きく変化しており、経営の効率化を進めることが喫

緊の課題となる中で、合併や業務提携の動きが加速しております。  

 このような状況を踏まえ、当社は、今後、同業他社との資本提携等を想定しており、多様化する

医療機関のニーズへの対応、更なる業務効率の改善、国内市場での大幅な競争力アップを実現する

ため、持株会社制へ移行し、変化が著しい医療機器販売業界の事業環境に対応した事業再編の機動

性や柔軟性を確保するとともに、将来的には仕入機能や物流機能等を持株会社に一元化することに

より、スケールメリットを生かし、価格交渉力の向上や物流コストの低減を図ることで、今以上に

成長を加速し、更なる企業価値の向上を実現してまいりたいと考えております。 

②株式移転の時期 

平成21年７月１日 

③株式移転比率 

協和医科器械株式会社の普通株式１株に対して当社の普通株式0.1株を割当交付いたします。 

④新株予約権および新株予約権付社債の完全親会社への継承 

協和医科器械株式会社が発行している新株予約権につきましては、既に権利行使されておりま

す。  

 また、新株予約権付社債は発行しておりません。 

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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⑤持株会社の概要 

ａ名称 

協和医科ホールディングス株式会社 

ｂ事業内容  

傘下グループ会社の経営管理およびそれに付帯する業務 

ｃ本店所在地 

静岡県静岡市清水区草薙北３番18号 

ｄ資本金 

800百万円 

上記、株式移転により当社は、平成21年７月１日に設立されました。これに伴い、協和医科器械

株式会社は平成21年６月25日にジャスダック証券取引所を上場廃止となり、代わって当社が平成21

年７月１日にジャスダック証券取引所に上場しております。 
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 2,106,881 1,777,449 

受取手形及び売掛金 9,231,889 9,097,980 

リース投資資産 － 25,636 

たな卸資産 2,222,732 － 

商品及び製品 － 2,388,778 

原材料及び貯蔵品 － 8,708 

繰延税金資産 28,744 29,767 

その他 421,112 451,612 

貸倒引当金 △3,399 △2,704 

流動資産合計 14,007,961 13,777,230 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 ※2 1,039,067 ※2 1,024,958 

減価償却累計額 △656,217 △679,755 

建物及び構築物（純額） 382,850 345,203 

車両運搬具 11,963 11,963 

減価償却累計額 △6,474 △8,728 

車両運搬具（純額） 5,488 3,235 

工具、器具及び備品 516,712 494,240 

減価償却累計額 △322,248 △352,307 

工具、器具及び備品（純額） 194,464 141,933 

土地 ※2 803,171 ※2 803,171 

有形固定資産合計 1,385,974 1,293,543 

無形固定資産 526,225 473,804 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※1, ※2 681,850 ※1, ※2 539,085 

その他 545,214 537,023 

貸倒引当金 △33,930 △36,984 

投資その他の資産合計 1,193,134 1,039,125 

固定資産合計 3,105,334 2,806,472 

資産合計 17,113,296 16,583,702 
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(単位：千円) 

前連結会計年度 
(平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成21年６月30日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 ※2 11,509,565 ※2 11,244,733 

未払法人税等 112,132 126,969 

その他 838,387 449,585 

流動負債合計 12,460,085 11,821,287 

固定負債 

繰延税金負債 175,403 110,296 

退職給付引当金 85,052 91,353 

その他 2,300 2,000 

固定負債合計 262,756 203,649 

負債合計 12,722,841 12,024,937 

純資産の部 

株主資本 

資本金 835,743 859,929 

資本剰余金 742,148 765,967 

利益剰余金 2,483,970 2,694,411 

自己株式 △1,845 △1,990 

株主資本合計 4,060,017 4,318,317 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 330,436 240,447 

評価・換算差額等合計 330,436 240,447 

純資産合計 4,390,454 4,558,765 

負債純資産合計 17,113,296 16,583,702 
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

売上高 53,989,418 54,996,470 

売上原価 48,031,259 48,823,243 

売上総利益 5,958,158 6,173,226 

販売費及び一般管理費 

給料及び手当 2,370,059 2,417,051 

従業員賞与 676,447 683,433 

退職給付費用 113,957 116,995 

法定福利費 379,150 402,578 

減価償却費 174,461 249,825 

賃借料 535,465 477,043 

業務委託費 305,028 366,831 

その他 ※1 1,026,329 ※1 1,040,166 

販売費及び一般管理費合計 5,580,901 5,753,926 

営業利益 377,257 419,299 

営業外収益 

受取利息 3,546 3,178 

受取配当金 9,136 7,783 

受取手数料 7,568 7,214 

仕入割引 111,244 114,865 

その他 11,855 9,491 

営業外収益合計 143,351 142,532 

営業外費用 

支払利息 4,238 5,167 

株式交付費 14 57 

リース解約損 150 1,780 

売上割引 1,472 681 

貸倒引当金繰入額 － 2,536 

その他 155 1,117 

営業外費用合計 6,031 11,341 

経常利益 514,578 550,490 
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(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

特別利益 

固定資産売却益 ※2 6,196 ※2 4,998 

貸倒引当金戻入額 6,161 99 

特別利益合計 12,358 5,098 

特別損失 

固定資産売却損 ※3 18,893 ※3 14 

固定資産除却損 ※4 19,000 ※4 4,970 

減損損失 ※5 3,388 ※5 14,725 

投資有価証券評価損 5,406 114 

その他 476 － 

特別損失合計 47,165 19,825 

税金等調整前当期純利益 479,770 535,763 

法人税、住民税及び事業税 219,496 249,463 

法人税等調整額 △13,407 △8,870 

法人税等合計 206,088 240,592 

当期純利益 273,682 295,171 
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 829,699 835,743 

当期変動額 

新株の発行 6,044 24,185 

当期変動額合計 6,044 24,185 

当期末残高 835,743 859,929 

資本剰余金 

前期末残高 736,196 742,148 

当期変動額 

新株の発行 5,952 23,819 

当期変動額合計 5,952 23,819 

当期末残高 742,148 765,967 

利益剰余金 

前期末残高 2,294,120 2,483,970 

当期変動額 

剰余金の配当 △83,832 △84,730 

当期純利益 273,682 295,171 

当期変動額合計 189,850 210,441 

当期末残高 2,483,970 2,694,411 

自己株式 

前期末残高 △1,324 △1,845 

当期変動額 

自己株式の取得 △520 △145 

当期変動額合計 △520 △145 

当期末残高 △1,845 △1,990 

株主資本合計 

前期末残高 3,858,691 4,060,017 

当期変動額 

新株の発行 11,996 48,004 

剰余金の配当 △83,832 △84,730 

当期純利益 273,682 295,171 

自己株式の取得 △520 △145 

当期変動額合計 201,326 258,300 

当期末残高 4,060,017 4,318,317 
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(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 318,747 330,436 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

11,689 △89,989 

当期変動額合計 11,689 △89,989 

当期末残高 330,436 240,447 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 318,747 330,436 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

11,689 △89,989 

当期変動額合計 11,689 △89,989 

当期末残高 330,436 240,447 

純資産合計 

前期末残高 4,177,438 4,390,454 

当期変動額 

新株の発行 11,996 48,004 

剰余金の配当 △83,832 △84,730 

当期純利益 273,682 295,171 

自己株式の取得 △520 △145 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,689 △89,989 

当期変動額合計 213,016 168,310 

当期末残高 4,390,454 4,558,765 
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 479,770 535,763 

減価償却費 190,831 267,670 

減損損失 3,388 14,725 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,854 6,300 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13,199 2,359 

受取利息及び受取配当金 △12,683 △10,961 

支払利息 4,238 5,167 

株式交付費 14 57 

固定資産売却損益（△は益） 12,696 △4,984 

固定資産除却損 19,000 4,970 

投資有価証券評価損益（△は益） 5,406 114 

売上債権の増減額（△は増加） △1,122,091 133,392 

たな卸資産の増減額（△は増加） △307,760 △175,272 

リース投資資産の増減額（△は増加） － △25,636 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △71,911 △26,378 

仕入債務の増減額（△は減少） 261,732 △264,832 

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,980 44,992 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 72,185 △44,001 

その他 △7,827 15,243 

小計 △474,333 478,690 

利息及び配当金の受取額 9,990 5,845 

利息の支払額 △4,238 △5,167 

法人税等の支払額 △218,124 △244,171 

営業活動によるキャッシュ・フロー △686,706 235,197 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 － △12,000 

定期預金の払戻による収入 － 12,000 

有形固定資産の取得による支出 △77,954 △62,625 

有形固定資産の売却による収入 173,984 8,695 

有形固定資産の除却による支出 △165 △1,200 

無形固定資産の取得による支出 △165,376 △433,352 

投資有価証券の取得による支出 △4,682 △4,599 

長期前払費用の取得による支出 △20,559 △29,872 

敷金及び保証金の差入による支出 △25,873 △20,888 

敷金及び保証金の回収による収入 18,296 15,720 

その他 1,281 50 

投資活動によるキャッシュ・フロー △101,049 △528,073 
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(単位：千円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

株式の発行による収入 11,982 47,947 

自己株式の取得による支出 △520 △145 

配当金の支払額 △83,316 △84,357 

財務活動によるキャッシュ・フロー △71,854 △36,555 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △859,610 △329,432 

現金及び現金同等物の期首残高 2,966,492 2,106,881 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,106,881 ※1 1,777,449 
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】
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(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 １社

  連結子会社の名称

  ㈱オズ

 

(1) 連結子会社の数 １社

  連結子会社の名称

  同左

   

(2) 非連結子会社の名称

  該当する会社はありません。

 

(2) 非連結子会社の名称 

   同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社数

  該当する会社はありません。

(1) 持分法を適用した関連会社数

  同左

(2) 持分法を適用しない関連会社の名

称

  ㈱エヌエイチエス静岡

  持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。

(2) 持分法を適用しない関連会社の名

称

  同左

  持分法を適用しない理由

   同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

 

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

①有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

 

 時価のないもの

  同左

②たな卸資産

 
 
 
  
 

 a 商品  移動平均法による原価法

 b 貯蔵品 最終仕入原価法

②たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資
産
評価基準は原価法(収益性の低下
による簿価切下げの方法)によっ
ております。

a 商品  移動平均法

b 貯蔵品 同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

 定率法

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物 10年～50年 

工具器具備品  ４年～10年

①有形固定資産

 定率法

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物 10年～50年 

工具器具備品  ４年～10年

 (追加情報)

法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の適用により取

得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

なお、当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微であります。

 

②無形固定資産

 定額法

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によってお

ります。

市場販売目的のソフトウェアにつ

いては、販売可能有効期間(５年)

の見込販売収益に基づく償却額と

残存有効期間に基づく均等配分額

とを比較し、いずれか大きい額を

償却費として計上しております。

 

②無形固定資産

 同左

③長期前払費用

 定額法

③長期前払費用 

 同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

 (3) 重要な繰延資産の処理

方法

株式交付費

 支出時に全額費用として処理してお

ります。

 

株式交付費

 同左

 (4) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

 

①貸倒引当金

 同左

②退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しておりま

す。

 

②退職給付引当金

 同左

 (5) 収益及び費用の計上基

準

― リース料受取時に売上高と売上原価を

計上する方法によっております。

 (6) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 

―

 (7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

 同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。

 

同左

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資でありま

す。

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

―

 

(棚卸資産の評価に関する会計基準)
通常の販売目的で所有するたな卸資産については、

従来、主として移動平均法による原価法によっており
ましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関
する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５
日 企業会計基準第９号)が適用されたことに伴い、主
として移動平均法による原価法(収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法)により算定しております。  
 これによる損益に与える影響は軽微であります。 
 

― (リース取引に関する会計基準等)
所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっておりましたが、当連結会計年度より、「リース
取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５
年６月17日(企業審議会第一部会)、平成19年３月30日
改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日
(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３
月30日改正))を適用し、通常の売買取引に係る会計処
理によっております。  
 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前
の所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。  
 これによる損益に与える影響はありません。  
 

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

 ― (連結貸借対照表)

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規
則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内
閣府令第50号)が適用になることに伴い、前連結会計年
度において、「たな卸資産」として掲記されたもの
は、当連結会計年度から「商品及び製品」「原材料及
び貯蔵品」に区分掲記しております。  
 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる
「商品及び製品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ
2,219,958千円、2,774千円であります。  
 

(連結損益計算書)

前連結会計年度において営業外費用「その他」に含
めて表示しておりました「売上割引」(前連結会計年
度562千円)は営業外費用の10/100を超えることとなっ
たため、当連結会計年度においては、区分掲記するこ
とといたしました。 
 

―
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成20年６月30日)

当連結会計年度 
(平成21年６月30日)

 

※１ 関連会社の株式

投資有価証券(株式) 17,000千円

 
 

※１ 関連会社の株式

投資有価証券(株式) 17,000千円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産

建物及び構築物 281,293千円

土地 767,600千円

投資有価証券 424,030千円

計 1,472,924千円

 
 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産

建物及び構築物 264,916千円

土地 767,600千円

投資有価証券 320,935千円

計 1,353,452千円

 

 

上記担保に供している資産に対応する債務

支払手形及び買掛金 623,865千円

 
 

上記担保に供している資産に対応する債務

支払手形及び買掛金 691,120千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は6,815千円で

あります。

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は411千円であ

ります。

 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

工具器具備品 1,492千円

土地 4,685千円

その他「長期前払費用」 19千円

計 6,196千円

 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

工具器具備品 4,998千円

 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 11,106千円

工具器具備品 318千円

土地 2,938千円

その他(売却費用) 4,530千円

計 18,893千円

 

 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

工具器具備品 14千円

 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 1,947千円

工具器具備品 10,641千円

無形固定資産「ソフトウェア」 6,246千円

その他(除却費用) 165千円

計 19,000千円
 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 314千円

工具器具備品 3,455千円

その他(除却費用) 1,200千円

計 4,970千円

 

※５ 減損損失
当社グループは、以下の資産グループについて
減損損失を計上しました。

地域 用途 種類
減損損失
(千円)

関東地区 事業用資産 建物及び構築物 1,485

愛知地区 事業用資産 建物及び構築物 1,903

当社グループの減損会計適用に当たっての資産

のグルーピングは、事業用資産については継続的

に損益の把握を実施している単位を、賃貸用資産

については各物件を、資産グループとしておりま

す。 

 事業用資産については継続的な営業損益のマイ

ナスにより減損損失を認識しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能額は正味売

却価額により測定しており、正味売却価額は一定

の評価額を合理的に調査し、評価しております。

 

※５ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。

地域 用途 種類
減損損失
(千円)

静岡地区 事業用資産 建物及び構築物 1,192

愛知地区 事業用資産 建物及び構築物 13,532

当社グループの減損会計適用に当たっての資産

のグルーピングは、事業用資産については継続的

に損益の把握を実施している単位を、賃貸用資産

については各物件を、資産グループとしておりま

す。  

 事業用資産については継続的な営業損益のマイ

ナスにより減損損失を認識しております。  

 なお、当該資産グループの回収可能額は正味売

却価額により測定しており、正味売却価額は一定

の評価額を合理的に調査し、評価しております。
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  前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 8,386 91 ― 8,478

新株予約権の権利行使による増加 91千株

前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 3 1 ― 5

単元未満株式の買取りによる増加 1千株

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年９月24日 
定時株主総会

普通株式 83,832 10 平成19年６月30日 平成19年９月25日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年９月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 84,730 10 平成20年６月30日 平成20年９月26日
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  当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 8,478 366 ― 8,844

新株予約権の権利行使による増加 366千株

前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 5 0 ― 5

単元未満株式の買取りによる増加 0千株

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年９月25日 
定時株主総会

普通株式 84,730 10 平成20年６月30日 平成20年９月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年９月14日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 88,389 10 平成21年６月30日 平成21年９月15日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 2,106,881千円

現金及び現金同等物 2,106,881千円
 

現金及び預金 1,777,449千円

現金及び現金同等物 1,777,449千円
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 医療機器販売事業……医療機器の販売 

(2) その他の事業…………医療機器の修理及びメンテナンス、介護福祉機器の販売及びレンタル、医療材料の

購買・在庫管理ソフトのＡＳＰサービス等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用1,113,909千円の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産4,101,232千円の主なものは、親会社での余資運用資金

(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

医療機器 
販売事業 
(千円)

その他の事業
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

51,807,821 2,181,596 53,989,418 ― 53,989,418

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 51,807,821 2,181,596 53,989,418 ― 53,989,418

営業費用 50,347,620 2,150,630 52,498,251 1,113,909 53,612,160

営業利益 1,460,200 30,966 1,491,167 (1,113,909) 377,257

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 12,839,208 172,855 13,012,064 4,101,232 17,113,296

減価償却費 64,849 8,805 73,654 100,806 174,461

減損損失 3,388 ― 3,388 ― 3,388

資本的支出 69,140 18,560 87,701 433,931 521,633
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当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分に属する主要な事業の内容 

(1) 医療機器販売事業……医療機器の販売 

(2) その他の事業…………医療機器の修理及びメンテナンス、介護福祉機器の販売及びレンタル、医療材料の

購買・在庫管理ソフトのＡＳＰサービス等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用1,264,584千円の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産3,610,270千円の主なものは、親会社での余資運用資金

(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

医療機器 
販売事業 
(千円)

その他の事業
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

52,791,119 2,205,350 54,996,470 ― 54,996,470

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 52,791,119 2,205,350 54,996,470 ― 54,996,470

営業費用 51,161,734 2,150,851 53,312,585 1,264,584 54,577,170

営業利益 1,629,385 54,498 1,683,884 (1,264,584) 419,299

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 12,786,872 186,559 12,973,431 3,610,270 16,583,702

減価償却費 60,024 10,354 70,379 179,445 249,825

減損損失 14,725 ― 14,725 ― 14,725

資本的支出 25,253 15,992 41,245 65,238 106,484
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

１ ―

 

１ ファイナンス・リース取引

(貸主側)

(1)リース投資資産の内訳

リース料債権部分 35,949千円

受取利息相当額 △10,313千円

リース投資資産 25,636千円

 

(2)リース投資資産に係るリース料債権部分の連結会計

年度末日後の回収予定額

(単位  千円)

リース債権

１年以内 7,568

１年超２年以内 7,568

２年超３年以内 7,568

３年超４年以内 7,568

４年超５年以内 5,676

５年超 ―

 

２ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(単位  千円)

取得価額 
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

車両運搬具 14,237 10,760 3,477

工具器具備品 128,904 106,484 22,419

合計 143,142 117,244 25,897

 

 

２ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(単位  千円)

取得価額  
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高 
相当額

建物及び構築物 186,244 75,273 110,970

車両運搬具 9,426 7,834 1,592

工具器具備品 41,289 36,127 5,161

合計 236,960 119,235 117,724

(注) 取得価額相当額の算定は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、一部を除き支払利子

込み法によっております。

 

(2)未経過リース料期末残高相当額

１年以内 20,100千円

１年超 6,924千円

合計 27,024千円

 
 

(2)未経過リース料期末残高相当額

１年以内 15,514千円

１年超 102,380千円

合計 117,895千円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、一部を除き

利子込み法によっております。
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前連結会計年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 34,398千円

減価償却費相当額 31,336千円

支払利息相当額 1,176千円

 
 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 29,983千円

減価償却費相当額 28,476千円

支払利息相当額 318千円

 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

利息相当額の算定方法

同左

 

 

(貸主側)

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(単位  千円)

取得価額
減価償却 
累計額

期末残高

工具器具備品 19,485 9,369 10,115

 
 

(貸主側)

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(単位 千円)

取得価額
減価償却 
累計額

期末残高

工具器具備品 12,785 9,023 3,761

 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,364千円

１年超 14,173千円

合計 19,537千円

(注) 未経過リース料期末残高及び見積残存価額

の残高の合計額が、営業債権の期末残高等

に占める割合が低いため、受取利子込み法

により算定しております。

 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,780千円

１年超 5,509千円

合計 9,289千円

(注) 未経過リース料期末残高及び見積残存価額

の残高の合計額が、営業債権の期末残高等

に占める割合が低いため、受取利子込み法

により算定しております。

 

 

(3)受取リース料及び減価償却費

受取リース料 4,335千円

減価償却費 5,366千円

 
 

(3)受取リース料及び減価償却費

受取リース料 4,968千円

減価償却費 4,248千円

 

 

３ オペレーティング・リース取引 

(借主側)

 未経過リース料

１年以内 5,578千円

１年超 15,443千円

合計 21,021千円
 

３ オペレーティング・リース取引 

(借主側)

 未経過リース料

１年以内 22,324千円

１年超 47,719千円

合計 70,043千円
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

  
 

(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引条件及び取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社グループとの関連を有しない会社と

の取引と同様に決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 企業会計基準第13号)を適用しております。 

  

 １ 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

    ①連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

  
 

(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引条件及び取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社グループとの関連を有しない会社と

の取引と同様に決定しております。 

  

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引 

   ①連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

  
 

(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引条件及び取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社グループとの関連を有しない会社と

の取引と同様に決定しております。 

(関連当事者情報)

 １ 子会社等

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
㈱エヌエイ
チエス静岡

静岡県 
静岡市 
駿河区

50,000
医療用材料
卸売・物品
管理

所有
直接 
34.0

兼任１名
商品の販売
先及び商品
の仕入先

商品の販売
商品の仕入
売上割引

1,981,280
355
594

売掛金
買掛金 
未払金

321,399
33

150

(追加情報)

種類
会社等 
の名称

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連会社
㈱エヌエイ
チエス静岡

静岡県 
静岡市 
駿河区

50,000
医療用材料
卸売・物品
管理

所有 

直接 

34.0

商品の販売先及び商品
の仕入先 
役員の兼任１名

商品の販売 
商品の仕入 
売上割引

2,271,575
334
681

売掛金
買掛金 
未払金

371,149
28

172

種類
会社等 
の名称

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連会社
㈱エヌエイ
チエス静岡

静岡県
静岡市
駿河区

50,000
医療用材料
卸売・物品
管理

―
商品の販売先
役員の兼任１名

商品の販売 1,404,620 売掛金 380,237
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(税効果会計関係)

前連結会計年度

(自 平成19年７月１日

  至 平成20年６月30日)

当連結会計年度

(自 平成20年７月１日

  至 平成21年６月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

  

繰延税金資産(流動)

未払事業税 12,127千円

たな卸資産評価損 5,710千円

未払賞与 4,235千円

未払退職給付費用 2,655千円

未払執行役員賞与 2,289千円

その他 1,725千円

繰延税金資産(流動)合計 28,744千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

  

繰延税金資産(流動)

未払事業税 13,504千円

未払賞与 4,917千円

未払退職給付費用 2,743千円

未払執行役員賞与 2,513千円

たな卸資産評価損 1,668千円

その他 4,420千円

繰延税金資産(流動)合計 29,767千円

 

 

繰延税金資産(固定)

退職給付引当金 33,217千円

減損損失 19,078千円

貸倒引当金 13,259千円

投資有価証券評価損 11,160千円

会員権評価損 2,865千円

その他 634千円

繰延税金資産(固定)小計 80,214千円

評価性引当額 △43,366千円

繰延税金資産(固定)合計 36,848千円

 
 

繰延税金資産(固定)

退職給付引当金 35,642千円

減損損失 24,541千円

貸倒引当金 14,437千円

投資有価証券評価損 5,798千円

会員権評価損 2,865千円

その他 422千円

繰延税金資産(固定)小計 83,708千円

評価性引当額 △39,012千円

繰延税金資産(固定)合計 44,696千円

 

 

繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 △212,252千円

繰延税金負債(固定)合計 △212,252千円

繰延税金負債(固定)の純額 △175,403千円

 
 

繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 △154,992千円

繰延税金負債(固定)合計 △154,992千円

繰延税金負債(固定)の純額 △110,296千円

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

法定実効税率 39.7％

住民税均等割 3.1％

交際費損金不算入 2.1％

受取配当金益金不算入 △0.5％

評価性引当額の減少 △2.7％

その他 1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.0％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

法定実効税率 39.7％

住民税均等割 2.8％

交際費損金不算入 1.8％

受取配当金益金不算入 △0.4％

評価性引当額の減少 △0.8％

その他 1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.9％
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損5,406千円を計上しております。また、株式

の減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合について減損処理を行って

おります。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

(1) その他有価証券 

 
  

(2) 関連会社株式 

 
  

(有価証券関係)

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの

 株式 90,557 634,874 544,316

小計 90,557 634,874 544,316

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの

 株式 31,603 29,976 △1,627

小計 31,603 29,976 △1,627

合計 122,161 664,850 542,689

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 0

合計 0

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 17,000

合計 17,000
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当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損114千円を計上しております。また、株式の

減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合について減損処理を行ってお

ります。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

(1) その他有価証券 

 
  

(2) 関連会社株式 

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの

 株式 112,722 510,224 397,502

小計 112,722 510,224 397,502

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの

 株式 13,922 11,860 △2,062

小計 13,922 11,860 △2,062

合計 126,645 522,085 395,440

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 0

合計 0

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 17,000

合計 17,000
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

  

 
  

(デリバティブ取引関係)

(退職給付関係)

前連結会計年度

(自 平成19年７月１日

  至 平成20年６月30日)

当連結会計年度

(自 平成20年７月１日

  至 平成21年６月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   ポイント制による退職一時金制度と確定拠出年

金制度を採用しております。

 

１ 採用している退職給付制度の概要

   同左

 

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 85,052千円

退職給付引当金 85,052千円

 
 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 91,353千円

退職給付引当金 91,353千円

 

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 25,537千円

確定拠出年金への掛金拠出額 88,420千円

退職給付費用 113,957千円

   
 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 25,010千円

確定拠出年金への掛金拠出額 91,985千円

退職給付費用 116,995千円

   

４ 退職給付債務の計算の基礎に関する事項

   当社及び連結子会社は簡便法を採用しておりま

すので、基礎率等については記載しておりませ

ん。

４ 退職給付債務の計算の基礎に関する事項

   同左
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

ストック・オプションの内容、規模及び変動状況 
１ ストック・オプションの内容 

 
(注) ストック・オプションの付与日以降、平成15年12月１日の株式分割(普通株式１株につき1.5株)及び平成18年５

月31日の株式分割(普通株式１株につき20株)が行われております。 

  

２ ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの数 

 
  

(2) 単価情報 

 
  

(ストック・オプション等関係)

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年９月28日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役    ６
当社従業員    ２

株式の種類及び付与数(株) 普通株式  112,800

付与日 平成14年９月28日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成16年９月29日から
平成24年９月28日まで

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年９月28日

権利確定後

 期首(株) 458,031

 権利確定(株) ―

 権利行使(株) 91,580

 失効(株) 1

 未行使残(株) 366,450

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年９月28日

権利行使価格(円) 131

行使時平均株価(円) 300

付与日における公正な評価単価(円) ―
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当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

ストック・オプションの内容、規模及び変動状況 
１ ストック・オプションの内容 

 
(注) ストック・オプションの付与日以降、平成15年12月１日の株式分割(普通株式１株につき1.5株)及び平成18年５

月31日の株式分割(普通株式１株につき20株)が行われております。 

  

２ ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの数 

 
  

(2) 単価情報 

 
  

  

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年９月28日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役    ６
当社従業員    ２

株式の種類及び付与数(株) 普通株式  112,800

付与日 平成14年９月28日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成16年９月29日から
平成24年９月28日まで

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年９月28日

権利確定後

 期首(株) 366,450

 権利確定(株) ―

 権利行使(株) 366,449

 失効(株) 1

 未行使残(株) ―

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年９月28日

権利行使価格(円) 131

行使時平均株価(円) 250

付与日における公正な評価単価(円) ―
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前連結会計年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日)  

該当事項はありません。  

  

当連結会計年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日)  

該当事項はありません。  

  

(企業結合等関係)
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(注) 算定上の基礎 

  １. １株当たり純資産額 

 
  

  ２.  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

 
１株当たり純資産額 518円16銭

１株当たり当期純利益 32円62銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 31円69銭

１株当たり純資産額 515円75銭

１株当たり当期純利益 34円54銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 33円94銭

項目
前連結会計年度

(平成20年６月30日)
当連結会計年度

(平成21年６月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 4,390,454 4,558,765

普通株式に係る純資産額(千円) 4,390,454 4,558,765

差額の主な内訳(千円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 8,478,080 8,844,529

普通株式の自己株式数(株) 5,077 5,577

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(株)

8,473,003 8,838,952

項目
前連結会計年度

(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 273,682 295,171

普通株式に係る当期純利益(千円) 273,682 295,171

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,389,365 8,544,333

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の 
算定に用いられた普通株式増加数(株) 
 新株予約権 245,563 150,185
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

―

 

 

(株式移転による持株会社の設立)
平成21年５月１日開催の協和医科器械株式会社臨時

株主総会において、株式移転により完全親会社となる
「協和医科ホールディングス株式会社」を設立するこ
とをご承認いただき、平成21年７月１日付けで同社が
設立され、協和医科器械株式会社の完全親会社となり
ました。 

持株会社の概要は以下のとおりであります。

名称 協和医科ホールディングス株式会社

住所 静岡県静岡市清水区草薙北３番18号

設立年月日 平成21年７月１日

代表者の氏名 代表取締役社長 池谷 保彦

資本金 800百万円

事業内容 傘下グループ会社の経営管理および
それらに付帯する業務

－50－

協和医科ホールディングス㈱(3154)　平成21年６月期　決算短信



5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,549,445 1,188,111 

受取手形 355,185 391,431 

売掛金 ※1 8,040,311 ※1 7,691,942 

リース投資資産 － 25,636 

商品及び製品 2,013,341 2,176,123 

原材料及び貯蔵品 2,711 8,617 

前渡金 1,871 1,828 

前払費用 38,581 32,119 

繰延税金資産 14,544 18,563 

未収入金 ※1 328,939 368,980 

その他 1,716 3,075 

貸倒引当金 △3,399 △2,704 

流動資産合計 12,343,249 11,903,724 

固定資産 

有形固定資産 

建物 ※2 900,250 ※2 886,429 

減価償却累計額 △592,885 △612,912 

建物（純額） 307,364 273,517 

構築物 42,548 42,260 

減価償却累計額 △38,685 △39,356 

構築物（純額） 3,862 2,904 

車両運搬具 11,963 11,963 

減価償却累計額 △6,474 △8,728 

車両運搬具（純額） 5,488 3,235 

工具、器具及び備品 495,306 470,423 

減価償却累計額 △309,053 △334,935 

工具、器具及び備品（純額） 186,252 135,488 

土地 ※2 648,173 ※2 648,173 

有形固定資産合計 1,151,141 1,063,318 

無形固定資産 

ソフトウエア 509,401 457,245 

その他 14,192 14,192 

無形固定資産合計 523,594 471,438 
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(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※2 664,850 ※2 522,085 

関係会社株式 37,000 37,000 

破産更生債権等 1,130 1,647 

長期前払費用 52,242 44,394 

敷金及び保証金 420,745 422,673 

その他 53,246 52,896 

貸倒引当金 △33,930 △36,984 

投資その他の資産合計 1,195,285 1,043,713 

固定資産合計 2,870,020 2,578,470 

資産合計 15,213,270 14,482,195 

負債の部 

流動負債 

支払手形 ※1, ※2 6,965,652 ※1, ※2 6,291,825 

買掛金 ※1, ※2 3,863,521 ※1, ※2 4,081,531 

未払金 ※1 592,024 ※1 191,924 

未払費用 50,942 54,325 

未払法人税等 13,832 81,839 

未払消費税等 8,477 57,540 

前受金 51,230 22,382 

預り金 77,957 74,985 

流動負債合計 11,623,638 10,856,356 

固定負債 

繰延税金負債 175,403 110,296 

退職給付引当金 85,052 91,353 

その他 2,300 2,000 

固定負債合計 262,756 203,649 

負債合計 11,886,394 11,060,005 
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(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

純資産の部 

株主資本 

資本金 835,743 859,929 

資本剰余金 

資本準備金 742,148 765,967 

資本剰余金合計 742,148 765,967 

利益剰余金 

利益準備金 22,500 22,500 

その他利益剰余金 

別途積立金 1,300,000 1,300,000 

繰越利益剰余金 97,891 235,336 

利益剰余金合計 1,420,391 1,557,836 

自己株式 △1,845 △1,990 

株主資本合計 2,996,439 3,181,742 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 330,436 240,447 

評価・換算差額等合計 330,436 240,447 

純資産合計 3,326,876 3,422,190 

負債純資産合計 15,213,270 14,482,195 
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

売上高 49,044,746 49,636,216 

売上原価 

商品期首たな卸高 1,748,370 2,013,341 

当期商品仕入高 44,135,465 44,422,323 

合計 45,883,836 46,435,665 

他勘定振替高 ※1 4,196 ※1 7,996 

商品期末たな卸高 2,013,341 2,176,123 

売上原価合計 43,866,298 44,251,545 

売上総利益 5,178,447 5,384,670 

販売費及び一般管理費 

給料及び手当 2,163,379 2,206,066 

従業員賞与 611,699 607,378 

退職給付費用 104,132 106,360 

法定福利費 345,886 364,567 

減価償却費 165,843 240,359 

賃借料 502,119 449,277 

業務委託費 298,607 359,534 

その他 ※2 959,964 ※2 978,706 

販売費及び一般管理費合計 5,151,632 5,312,250 

営業利益 26,815 72,420 

営業外収益 

受取利息 3,525 3,159 

受取配当金 9,136 97,783 

経営指導料 ※3 50,000 ※3 70,000 

仕入割引 91,616 94,515 

その他 28,858 28,709 

営業外収益合計 183,137 294,167 

営業外費用 

支払利息 4,152 5,119 

貸倒引当金繰入額 － 2,536 

株式交付費 14 57 

リース解約損 150 1,780 

売上割引 ※3 1,472 ※3 681 

その他 70 979 

営業外費用合計 5,859 11,154 

経常利益 204,092 355,433 
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(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

特別利益 

固定資産売却益 ※4 6,196 ※4 4,998 

貸倒引当金戻入額 6,161 99 

特別利益合計 12,358 5,098 

特別損失 

固定資産売却損 ※5 18,893 ※5 14 

固定資産除却損 ※6 19,000 ※6 4,970 

減損損失 ※7 3,388 ※7 14,725 

投資有価証券評価損 5,406 114 

その他 476 － 

特別損失合計 47,165 19,825 

税引前当期純利益 169,284 340,705 

法人税、住民税及び事業税 79,423 130,397 

法人税等調整額 △3,170 △11,865 

法人税等合計 76,253 118,531 

当期純利益 93,031 222,174 
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 829,699 835,743 

当期変動額 

新株の発行 6,044 24,185 

当期変動額合計 6,044 24,185 

当期末残高 835,743 859,929 

資本剰余金 

資本準備金 

前期末残高 736,196 742,148 

当期変動額 

新株の発行 5,952 23,819 

当期変動額合計 5,952 23,819 

当期末残高 742,148 765,967 

資本剰余金合計 

前期末残高 736,196 742,148 

当期変動額 

新株の発行 5,952 23,819 

当期変動額合計 5,952 23,819 

当期末残高 742,148 765,967 

利益剰余金 

利益準備金 

前期末残高 22,500 22,500 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 22,500 22,500 

その他利益剰余金 

別途積立金 

前期末残高 1,260,000 1,300,000 

当期変動額 

別途積立金の積立 40,000 － 

当期変動額合計 40,000 － 

当期末残高 1,300,000 1,300,000 

繰越利益剰余金 

前期末残高 128,692 97,891 

当期変動額 

剰余金の配当 △83,832 △84,730 

別途積立金の積立 △40,000 － 

当期純利益 93,031 222,174 

当期変動額合計 △30,800 137,444 

当期末残高 97,891 235,336 
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(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

利益剰余金合計 

前期末残高 1,411,192 1,420,391 

当期変動額 

剰余金の配当 △83,832 △84,730 

当期純利益 93,031 222,174 

当期変動額合計 9,199 137,444 

当期末残高 1,420,391 1,557,836 

自己株式 

前期末残高 △1,324 △1,845 

当期変動額 

自己株式の取得 △520 △145 

当期変動額合計 △520 △145 

当期末残高 △1,845 △1,990 

株主資本合計 

前期末残高 2,975,763 2,996,439 

当期変動額 

新株の発行 11,996 48,004 

剰余金の配当 △83,832 △84,730 

当期純利益 93,031 222,174 

自己株式の取得 △520 △145 

当期変動額合計 20,675 185,303 

当期末残高 2,996,439 3,181,742 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 318,747 330,436 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,689 △89,989 

当期変動額合計 11,689 △89,989 

当期末残高 330,436 240,447 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 318,747 330,436 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,689 △89,989 

当期変動額合計 11,689 △89,989 

当期末残高 330,436 240,447 

純資産 

前期末残高 3,294,510 3,326,876 

当期変動額 

新株の発行 11,996 48,004 

剰余金の配当 △83,832 △84,730 

当期純利益 93,031 222,174 

自己株式の取得 △520 △145 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,689 △89,989 

当期変動額合計 32,365 95,314 

当期末残高 3,326,876 3,422,190 
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該当事項はありません。 

(4)【継続企業の前提に関する注記】
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(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

 

(2) その他有価証券

 ①時価のあるもの

決算期末日の市場価格等による時

価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  同左

 

(2) その他有価証券

 ①時価のあるもの

同左

 ②時価のないもの

  移動平均法による原価法

 

 ②時価のないもの

  同左

 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 

  

  

 

(1) 商品

  移動平均法による原価法

 

(2) 貯蔵品

  最終仕入原価法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

 評価基準は原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によってお

ります。

(1) 商品

  移動平均法

 

(2) 貯蔵品

  同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月1日以降

取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物      10年～50年 

工具器具備品  ４年～10年

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月1日以降

取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物      10年～50年 

工具器具備品  ４年～10年

(追加情報)

法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の適用により取

得価額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上し

ております。 

なお、当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微であります。
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項目
前事業年度

(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

(2) 無形固定資産

    定額法

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によっ

ております。 

市場販売目的のソフトウェアに

ついては、販売可能有効期間

(５年)の見込販売収益に基づく

償却額と残存有効期間に基づく

均等配分額とを比較し、いずれ

か大きい額を償却費として計上

しております。

 

(2) 無形固定資産

  同左

(3) 長期前払費用

  定額法

(3) 長期前払費用 

  同左

４ 繰延資産の処理方法  株式交付費

支出時に全額費用として処理し

ております。

 

 株式交付費

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

 

(1) 貸倒引当金 

  同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき計上してお

ります。

 

(2) 退職給付引当金

  同左

６ 収益及び費用の計上基準 ― リース料受取時に売上高と売上原価を

計上する方法によっております。

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 

―

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理 

 同左
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(6)【重要な会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

― (棚卸資産の評価に関する会計基準)

通常の販売目的で所有するたな卸資産については、
従来、主として移動平均法による原価法によっており
ましたが、当事業年度より「棚卸資産の評価に関する
会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日
企業会計基準第９号)が適用されたことに伴い、主とし
て移動平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法)により算定しております。  
 これによる損益に与える影響は軽微であります。

― (リース取引に関する会計基準等)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引
に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６
月17日(企業審議会第一部会)、平成19年３月30日改
正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日日本
公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日
改正))を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によ
っております。  
 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前
の所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。  
 これによる損益に与える影響はありません。 

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

 前事業年度において営業外費用「その他」に含めて表

示しておりました「売上割引」（前事業年度562千円)は

営業外費用の10/100を超えることとなったため、当事業

年度においては、区分掲記することといたしました。

―
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年６月30日)

当事業年度 
(平成21年６月30日)

 

※１ 関係会社に対する資産及び負債

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

売掛金 327,361千円

未収入金 109千円

支払手形 265,373千円

買掛金 85,189千円

未払金 150千円

 

 

※１ 関係会社に対する資産及び負債

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

売掛金 378,799千円

支払手形 266,723千円

買掛金 115,663千円

未払金 172千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産

建物 213,698千円

土地 612,602千円

投資有価証券 424,030千円

計 1,250,330千円

  

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産

建物 199,550千円

土地 612,602千円

投資有価証券 320,935千円

計 1,133,088千円

 

   上記担保に供している資産に対応する債務

支払手形 396,158千円

買掛金 227,707千円

計 623,865千円

  

   上記担保に供している資産に対応する債務

支払手形 455,974千円

買掛金 235,146千円

計 691,120千円

 

３ 偶発債務

下記の会社の買掛金に対し、債務保証を行って

おります。

㈱オズ 42,240千円

  

３ 偶発債務

下記の会社の買掛金に対し、債務保証を行って

おります。

㈱オズ 58,189千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

工具器具備品 3,000千円

長期前払費用 197千円

消耗品費 998千円

計 4,196千円

 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

貯蔵品 6,226千円

長期前払費用 517千円

福利厚生費 27千円

広告宣伝費 7千円

交際費 1千円

消耗品費 1,214千円

計 7,996千円

 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は6,815千円で

あります。

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は411千円であ

ります。

 

※３ このうち関係会社に対するものは、次のとおりで

あります。  

経営指導料 50,000千円

売上割引 594千円
 

※３ このうち関係会社に対するものは、次のとおりで

あります。  

経営指導料 70,000千円

売上割引 681千円

 

 

※４ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

工具器具備品 1,492千円

土地 4,685千円

長期前払費用 19千円

計 6,196千円

 

※４ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

工具器具備品 4,998千円

 

 

※５ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 9,853千円

構築物 1,253千円

工具器具備品 318千円

土地 2,938千円

その他(売却費用) 4,530千円

計 18,893千円

 

※５ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

工具器具備品 14千円

 

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 1,947千円

工具器具備品 10,641千円

ソフトウェア 6,246千円

その他(除却費用) 165千円

計 19,000千円
 

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 314千円

工具器具備品 3,455千円

その他(除却費用) 1,200千円

計 4,970千円
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前事業年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

 

※７ 減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失
を計上しました。

地域 用途 種類
減損損失
(千円)

関東地区 事業用資産 建物 1,485

愛知地区 事業用資産 建物 1,903

当社の減損会計適用に当たっての資産のグルー

ピングは、事業用資産については継続的に損益の

把握を実施している単位を、賃貸用資産について

は各物件を、資産グループとしております。 

 事業用資産については継続的な営業損益のマイ

ナスにより減損損失を認識しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能額は正味売

却価額により測定しており、正味売却価額は一定

の評価額を合理的に調査し、評価しております。

 

※７ 減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失
を計上しました。

地域 用途 種類
減損損失
(千円)

静岡地区 事業用資産 建物 904

構築物 287

愛知地区 事業用資産 建物 13,532

当社の減損会計適用に当たっての資産のグルー

ピングは、事業用資産については継続的に損益の

把握を実施している単位を、賃貸用資産について

は各物件を、資産グループとしております。  

 事業用資産については継続的な営業損益のマイ

ナスにより減損損失を認識しております。  

 なお、当該資産グループの回収可能額は正味売

却価額により測定しており、正味売却価額は一定

の評価額を合理的に調査し、評価しております。 

 

－64－

協和医科ホールディングス㈱(3154)　平成21年６月期　決算短信



  

前事業年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

当事業年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 3 1 ― 5

単元未満株式の買取りによる増加 1千株

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 5 0 ― 5

単元未満株式の買取りによる増加 0千株
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

１ ―

 

１ ファイナンス・リース取引

(貸主側)

(1) リース投資資産の内訳

リース料債権部分 35,949千円

受取利息相当額 △10,313千円

リース投資資産 25,636千円

 

(2) リース投資資産に係るリース料債権部分の事業年度

末日後の回収予定額

(単位 千円)

リース債権

１年以内 7,568

１年超２年以内 7,568

２年超３年以内 7,568

３年超４年以内 7,568

４年超５年以内 5,676

５年超 ―

 

２ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(単位 千円)
取得価額
相当額

減価償却累 
計額相当額

期末残高
相当額

車両運搬具 14,237 10,760 3,477

工具器具備品 122,415 100,212 22,203

合計 136,653 110,972 25,680

 

２ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(単位 千円)
取得価額 
相当額

減価償却累 
計額相当額

期末残高 
相当額

建物 186,244 75,273 110,970

車両運搬具 9,426 7,834 1,592

工具器具備品 41,289 36,127 5,161

合計 236,960 119,235 117,724

(注) 取得価額相当額の算定は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、一部を除き支払利子

込み法によっております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 19,759千円

１年超 6,924千円

合計 26,684千円

 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 15,514千円

１年超 102,380千円

合計 117,895千円

(注) 未経過リース料期末残高相当額の算定は、

未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、一部

を除き支払利子込み法によっております。
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前事業年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 33,031千円

減価償却費相当額 30,038千円

支払利息相当額 1,155千円

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 29,641千円

減価償却費相当額 28,260千円

支払利息相当額 317千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

  利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

   同左 

 

  利息相当額の算定方法

同左

 

(貸主側)

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(単位  千円)

取得価額
減価償却 
累計額

期末残高

工具器具備品 19,485 9,369 10,115

 
 

(貸主側)

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(単位 千円)

取得価額
減価償却  
累計額

期末残高

工具器具備品 12,785 9,023 3,761

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,364千円

１年超 14,173千円

合計 19,537千円

(注) 未経過リース料期末残高及び見積残存価額

の残高の合計額が、営業債権の期末残高等

に占める割合が低いため、受取利子込み法

により算定しております。

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,780千円

１年超 5,509千円

合計 9,289千円

(注) 未経過リース料期末残高及び見積残存価額

の残高の合計額が、営業債権の期末残高等

に占める割合が低いため、受取利子込み法

により算定しております。

 

 

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 4,335千円

減価償却費 5,366千円

 
 

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 4,968千円

減価償却費 4,248千円

 

 

３ オペレーティング・リース取引

(借主側)

未経過リース料

１年以内 4,948千円

１年超 13,448千円

合計 18,396千円
 

３ オペレーティング・リース取引

(借主側)

未経過リース料

１年以内 21,694千円

１年超 46,354千円

合計 68,048千円
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  前事業年度(平成20年６月30日現在) 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成21年６月30日現在) 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

(有価証券関係)
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  前事業年度(自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  当事業年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成20年６月30日)

当事業年度 
(平成21年６月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

 

  繰延税金資産(流動)

たな卸資産評価損 5,710千円

未払事業税 3,261千円

未払退職給付費用 2,655千円

未払執行役員賞与 2,289千円

その他 628千円

繰延税金資産(流動)合計 14,544千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

 

  繰延税金資産(流動)

未払事業税 9,428千円

未払退職給付費用 2,743千円

未払執行役員賞与 2,513千円

たな卸資産評価損 1,508千円

その他 2,369千円

繰延税金資産(流動)合計 18,563千円

 

  繰延税金資産(固定)

退職給付引当金 33,217千円

減損損失 19,078千円

貸倒引当金 13,259千円

投資有価証券評価損 11,160千円

会員権評価損 2,865千円

その他 634千円

繰延税金資産(固定)小計 80,214千円

評価性引当額 △43,366千円

繰延税金資産(固定)合計 36,848千円

 
 

  繰延税金資産(固定)

退職給付引当金 35,642千円

減損損失 24,541千円

貸倒引当金 14,437千円

投資有価証券評価損 5,798千円

会員権評価損 2,865千円

その他 422千円

繰延税金資産(固定)小計 83,708千円

評価性引当額 △39,012千円

繰延税金資産(固定)合計 44,696千円

 

 

  繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 △212,252千円

繰延税金負債(固定)合計 △212,252千円

繰延税金負債(固定)の純額 △175,403千円

 
 

  繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 △154,992千円

繰延税金負債(固定)合計 △154,992千円

繰延税金負債(固定)の純額 △110,296千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

法定実効税率 39.7％

住民税均等割 8.4％

交際費損金不算入 5.9％

受取配当金益金不算入 △1.5％

評価性引当額の減少 △7.7％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.0％

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

法定実効税率 39.7％

住民税均等割 4.2％

交際費損金不算入 2.8％

評価性引当額の減少 △1.3％

受取配当金益金不算入 △11.1％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.8％

 

(企業結合等関係)
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(注) 算定上の基礎 

 １. １株当たり純資産額 

 
  

 ２. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

１株当たり純資産額 392円64銭

１株当たり当期純利益 11円08銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 10円77銭

１株当たり純資産額 387円17銭

１株当たり当期純利益 26円00銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 25円55銭

項目
前事業年度

(平成20年６月30日)
当事業年度

(平成21年６月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,326,876 3,422,190

普通株式に係る純資産額(千円) 3,326,876 3,422,190

差額の主な内訳(千円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 8,478,080 8,844,529

普通株式の自己株式数(株) 5,077 5,577

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(株)

8,473,003 8,838,952

項目
前事業年度

(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 93,031 222,174

普通株式に係る当期純利益(千円) 93,031 222,174

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,389,365 8,544,333

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の 
算定に用いられた普通株式増加数(株) 
 新株予約権 245,563 150,185
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

―

 

 

(株式移転による持株会社の設立)
平成21年５月１日開催の協和医科器械株式会社臨時

株主総会において、株式移転により完全親会社となる
「協和医科ホールディングス株式会社」を設立するこ
とをご承認いただき、平成21年７月１日付けで同社が
設立され、協和医科器械株式会社の完全親会社となり
ました。

持株会社の概要は以下のとおりであります。

名称 協和医科ホールディングス株式会社

住所 静岡県静岡市清水区草薙北３番18号

設立年月日 平成21年７月１日

代表者の氏名 代表取締役社長 池谷 保彦

資本金 800百万円

事業内容 傘下グループ会社の経営管理および
それらに付帯する業務
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該当事項はありません。 

6. その他
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